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１． 公共施設維持保全計画の策定について 

１.１ 公共施設維持保全計画策定検討にあたって 

公共施設維持保全計画は、公共施設の老朽化に伴う大規模改修や建替に備え、そのために必要

な将来負担を把握し、財政負担の平準化等を図るもので、平成 23 年度より 2 ヵ年で策定してき

ました。 

平成 23 年度は、企画政策課を中心に、財務課、建築課、学校管理課（現教育総務課）でプロ

ジェクトチームを設置、公共施設の劣化調査やアンケート調査及び施設のデータベース構築等を

行い、公共施設維持保全計画基本方針をまとめました。 

平成 24 年度は、関係課長等を部会員として、公共施設維持保全計画策定部会を設置し、計画

を策定しました。 

 

１.２ 公共施設維持保全計画検討フロー 

 公共施設維持保全計画の策定に向け、下記のフローに従い検討しました。公共施設維持保全計

画検討・策定に向けた情報収集、将来のライフサイクルコストシミュレーションについては、2

章にて、公共施設維持保全計画の検討内容については、3 章にて記載します。 

 

図 １.１ 公共施設維持保全計画検討フロー 

１.３ 基本方針について 

公共施設維持保全計画検討・策定にあたり、計画の基本的な方針を示した公共施設維持保全計

画基本方針を策定しました。本方針は 3 つの方針により構成されています。 

 

① 公共施設の質の確保 

公共施設の安全性の確保、快適性・使いやすさの向上、省エネルギーなど、市民が安心・快

公有財産台帳等に基づく基本情報の整理（２.１） 

現地調査（２.２） 施設所管課への 

ｱﾝｹｰﾄ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査（２.３） 

施設情報の一元化 

将来のライフサイクルコストシミュレーション（２.４） 

公共施設維持保全計画の検討・策定（３章） 

劣化状況

今日 

利用状況 

収支状況 
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適に利用できる施設機能を常に確保するために、適切な内容・タイミングで修繕・改修を行う。 

② コストの削減 

公共施設の修繕・改修を計画的・予防的に行うことにより、劣化の進行を遅らせ施設の長寿

命化を行う。その結果、建替にかかる巨額の費用や突発的に起こる過大な改修費用を抑える。 

③ 各年度の支出の平準化 

各年度の維持保全にかかる経費をできるだけ抑制すると同時に、一時期に極端に経費が集中

しないよう支出を平準化させる必要がある。一定予算の枠内で、公共施設の機能を維持してい

くために、施設の優先順位を定め、必要性の高い工事に絞った執行を行う。 

 

１.４ 対象施設の選定について 

（１） 対象施設の基準 

 市が所有する 767 棟のうち、予防保全の視点にたち、計画的な維持保全を実施する必要性が高

いと判断される 396 棟を本計画の対象とします。本計画の対象外とする 371 棟は、下記の 5 つの

条件のいずれかにあてはまるものとなっています。 

① 延べ床面積 100 ㎡未満の建築物を除く（規模） 

理由・・・100 ㎡未満の建築物の維持保全費は、全施設の維持保全費の 3％程度であり、保

全計画に与える影響が少ないため対象外とする。 

② 倉庫・車庫・その他これらに類する用途に使われている建築物を除く（用途） 

理由・・・建築物の重要性・利用状況等を勘案し倉庫・車庫等を対象外とする。 

③ プレハブを除く（構造） 

理由・・・プレハブは簡易構造であり、長寿命化が難しいため対象外とする。 

④ 廃棄物処理場・ポンプ場等のプラント施設は除く 

理由・・・機能維持のため機器の更新が優先され、機器更新にあわせて建築物の更新が検討

されるため対象外とする。 

⑤ 文化財に指定された建築物は除く 

理由・・・建替計画が不必要であり、現状維持が前提のため対象外とする。 

 

（２） 計画対象施設 

 上記に基づき、本計画の対象とする建築物は 396 棟とします。 

表 １.１ 本計画の対象となる建築物 

全建築物 対象建築物 対象外建築物 対象割合

棟数(棟) 767 396 371 51.63%

延床面積(㎡) 546,500.79 521,456.72 25,044.07 95.42%
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２． 公共施設維持保全計画検討・策定に向けた情報収集・分析 

 本計画の検討・策定にあたり、必要となる情報の収集方法とその内容、また、維持保全計画策

定にあたってのベースとなる将来のライフサイクルコスト算定方法・結果について図 １.１の項

目ごとに示します。 

 

２.１ 公有財産台帳等に基づく基本情報の整理 

 本計画の検討にあたり、公有財産台帳等既存資料をベースとした基本情報の整理を行いました。

また、収集した情報は、全庁的な検討が行えるようデータベースに一元的に格納し、公共施設に

かかるデータの「見える化」を図りました。 

表 ２.１ 既存情報に基づき整理した情報一覧 

項目 用途 

施設単位

の情報 

施設名称 基本情報として整理 

施設用途 類似した用途間での検討を行うため 

敷地面積 基本情報として整理 

複合施設の有無 基本情報として整理 

建物単位

の情報 

建築年月 ライフサイクルコストシミュレーション、施設評価指標

に用いるため 

建築面積 ライフサイクルコストシミュレーションに用いるため 

構造 ライフサイクルコストシミュレーションに用いるため 

階層数 ライフサイクルコストシミュレーションに用いるため 

大規模改修履歴（工事履歴） ライフサイクルコストシミュレーションに用いるため 
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２.２ 現地調査 

 維持保全計画の策定にあたり、劣化状況や機能状況を把握するために、現地調査を実施しまし

た。本調査で得られた情報は、計画策定検討時の重要な基礎情報となります。 

 

（１） 収集項目 

 現地調査にあたって収集する項目は下表のとおりとしました。 

表 ２.２ 調査項目 

調査の視点 調査項目 

全般評価 

建物上の問題点 ・安全性等の不備 

・バリアフリー等建物目的に照らして特に問題となる

事項 

・その他 

土地建物有効活用状況 ・土地建物の無駄なスペースの有無 

劣化度判定 

棟別調査 ・建物構成部位（屋上・外壁・給排水等）の有無・種

別・数量の確認 

・建物構成部位ごとの劣化状況評価（5 段階評価） 

写真撮影 

・敷地全景・建物全景 

・敷地周辺写真 

・敷地内の施設の外観・内観写真  合計 40 枚程度 

 

（２） 劣化度判定について 

 劣化度判定については、各施設の建物ごとに調査し、部位ごとに 5 段階での判定を実施しまし

た。判定にあたっての考え方は下表のとおりです。 

表 ２.３ 劣化判定の基本的考え方 

ランク 劣化診断 対応 

Ⅰ 
劣化が見られない健全な状態。 

 

 特に対応の必要性はない。 

Ⅱ 
ほぼ健全な状態。 

 

 計画的な保全を継続。状態は常時監視。 

Ⅲ 
劣化が進んでおり、放置すると機

能低下または寿命が早まる。 

 今後 4～６年程度に修繕が必要。 

Ⅳ 
劣化が進んでおり、大きな機能低

下が発生している。 

 今後 3 年以内に修繕・改修が必要。 

Ⅴ 
劣化が相当程度進んでおり、安全

性を損なう可能性がある。 

 安全性や機能面から重大な影響を与える 

恐れがあり直ちに改修が必要。 
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表 ２.３の考え方を各部位・設備に適用した場合、各判定の判断基準の目安は下表のとおりと

なります。 

表 ２.４ 劣化度判定の判断基準 

部位 ポイント Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

屋根
劣化に伴うコンクリート片
等の落下危険及び雨水の
浸入危険を判断する。

劣化が見られない健全な
状態。

浮き等の劣化が始まった
状態。手摺等にさびがで
はじめた状態。

せり上がり、ひび割れ剥離等が生
じ、劣化が進んでいる状態。放置
すると機能低下を早めてしまう状
態。

防水層が劣化し漏水が生じてい
ると思われる状態。
手摺等のさびが多く破損している
状態。

機能低下が激しく、漏水が著しく
生じている状態。
パラペットや手摺等の欠落危険
が直ちにある状態。

外壁

コンクリート片の落下等に
よる危険性及び外壁の耐
用性に関わるものを判断
する。

劣化が見られない健全な
状態。

汚れ、表面劣化などが現
れ始めた状態。

ひび割れや表面劣化があり、放
置すると機能低下を早めてしまう
状態。

浮きやはらみが多く、また剥落、
ひび割れがあり、外壁の耐久性
が劣化していると思われる状態。

剥落、浮きが著しくあり、落下等
による危険が直ちにある状態。
爆裂、さび汚れが著しくあり、外壁
の耐久性に問題が生じている状
態。

建具
ユニットごとの建具の開閉
状態や気密性を考慮す
る。

劣化が見られない健全な
状態。

塗膜が変色、ふくれ、粉ふ
きが発生しているが、さび
の発生、孔食、断面欠損
には、いたっていない状
態。

塗膜が著しく劣化し、変退色、ふく
れ、剥がれがあり、さびが発生し
ている。金具ががたつき摩擦が
あり開閉できるが不具合である
状態。

塗膜が著しく劣化し、建具素材の
腐食、さびの発生が著しく孔食、
断面欠損にいたっている。また、
湾曲、たわみなどの変形が著し
く、開閉が非常に困難な状態。

開閉不良、欠損、漏水、気密不良
等により建具としての役割をなし
ていない状態。破損により落下危
険がある状態。

軒天井
落下危険や屋根の劣化に
繋がるものを判断する。

劣化が見られない健全な
状態。

磨耗や汚れなどの表面に
劣化が生じ始めた状態。

ふくれや剥がれが多く、かび、結
露が生じ、放置すると機能低下に
繋がる状態。

ひび割れ、かび、結露等が多く、
機能低下が発生している状態。

劣化が著しく、落下危険がある状
態。

床

通行及び運搬に支障を及
ぼすかどうかの安全性を
判断する。施設用途によっ
ては利用面での見栄えも
考慮する。

劣化が見られない健全な
状態。

磨耗等の劣化が始まった
状態。

劣化は進んでいるが通行、運搬
は可能な状態。

床としての機能低下が激しく、通
行、運搬に支障をきたす状態。

通行、運搬に危険を及ぼす状態

内壁

躯体に影響する劣化を注
視する。施設用途によって
は利用面での見栄えも考
慮する。

劣化が見られない健全な
状態。

表面仕上げ材の劣化が始
まった状態。

ひび割れ等があり、放置すると機
能低下を早めてしまう状態。

ひび割れ、損傷、かび、結露等が
多く、内壁としての機能低下が生
じている状態。

躯体に係る内壁の損傷が著しく、
耐震性に影響する状態。利用上
の危険を及ぼす状態。

天井

雨漏りの痕跡や、金属のさ
びなどの有無及び、天井
の破損状況を判断する。
施設用途によっては利用
面での見栄えも考慮する。

劣化が見られない健全な
状態。

磨耗や表面の劣化が始
まった状態。

ふくれ、剥がれ、かびや結露があ
り放置すると機能低下に繋がる
状態。

漏水によるかび、結露、あばれや
破損が多く、機能低下を生じてい
る状態。

天井の劣化が著しく、抜け落ち、
落下危険がある状態。

設備

機能面においては原則、
法定点検に従う。その他
については外観や利用中
の不具合から判断する。

劣化が見られない健全な
状態。

筐体、本体、配管等にさび
や汚れが出始めた状態。

筐体、本体、配管等にさびや変形
がある状態。
著しく汚れている状態。
放置すると寿命を縮めてしまう状
態。

部品交換等の修繕が頻繁におこ
る状態。
性能劣化による運転費の増大が
顕著な状態。
筐体や本体のさびや変形・損傷
が著しく機能低下を起こしている
状態。

性能が低下し、使用上の安全が
維持できない状態。
機器が故障し使用不能な状態。
法定点検による指摘がある状
態。
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（３） 各施設の劣化状況 

ファシリティマネジメント（FM）の推進に向けた最初の取組みとして、平成 23 年 12 月から

24 年 3 月にかけて各公共施設の劣化状況を把握するための現地調査を実施しました。調査の対象

は、366 施設のうち公園便所、排水機場や消防団詰所などの小規模施設を除く 146 施設としまし

た。 

 現地調査では、公共施設の棟別、部位別に簡易劣化診断を行い、445 棟中 295 棟は、「劣化が

見られない」または、「ほぼ健全な状態」であり良好な状態を保っています。また、経過年別劣化

状況では、概ね経過年数とともに劣化が進む傾向が見られます。 

劣化を放置すると、今後加速度的に劣化が進む可能性が高くなるとともに、施設が本来保有す

るべき機能に支障が発生することもあり、早めに修繕・改修を行う必要があります。 

また、現在は良好な状態であっても、劣化の兆候を見逃さず予防的に維持保全を行うことも必

要となります。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0-10年

11-20年

21-30年

31-40年

41年以上

Ⅰ：劣化が見られない
Ⅱ：ほぼ健全な状態
Ⅲ：劣化が進んでおり、放置すると機能低下または寿命が早まる
Ⅳ：劣化が進んでおり、大きな機能低下が生じている
Ⅴ：劣化が相当程度進んでおり、安全性を損なう可能性がある

 

図 ２.１ 公共施設の経過年別劣化状況（棟数） 
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施設用途別に、劣化の傾向を確認すると、小学校、中学校、文化施設の劣化が他施設と比較し

て進展していることが確認できます。劣化の進展した施設に対しては適切な保全を行うことが必

要です。 

中分類大分類

その他施設その他施設

体育施設

文化施設

社会教育施設

生涯学習施設

その他施設

給食施設

中学校

小学校

幼稚園

学校教育施設

公園施設公園施設

市営住宅市営住宅

交通施設

駐車場施設
土木施設

産業・観光施設産業・観光施設

環境・衛生施設環境・衛生施設

保健施設

児童福祉施設

老人福祉施設

障害者福祉施設

福祉・保健施設

庁舎庁舎

中分類大分類

その他施設その他施設

体育施設

文化施設

社会教育施設

生涯学習施設

その他施設

給食施設

中学校

小学校

幼稚園

学校教育施設

公園施設公園施設

市営住宅市営住宅

交通施設

駐車場施設
土木施設

産業・観光施設産業・観光施設

環境・衛生施設環境・衛生施設

保健施設

児童福祉施設

老人福祉施設

障害者福祉施設

福祉・保健施設

庁舎庁舎

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他施設
体育施設
文化施設

社会教育施設
その他施設
給食施設
中学校
小学校
幼稚園
公園施設
市営住宅
交通施設

駐車場施設
産業・観光施設
環境・衛生施設

保健施設
児童福祉施設
老人福祉施設
障害者福祉施設

庁舎

Ⅰ：劣化が見られない

Ⅱ：ほぼ健全な状態

Ⅲ：劣化が進んでおり、放置すると機能低下または寿命が早まる

Ⅳ：劣化が進んでおり、大きな機能低下が生じている

Ⅴ：劣化が相当程度進んでおり、安全性を損なう可能性がある
 

図 ２.２ 施設用途別にみた公共施設の劣化状況（棟数） 
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２.３  施設所管課へのアンケート調査・ヒアリング調査 

 各施設の基本情報、要望、不具合などを把握するため、施設ごとに調査票を作成し、施設所管

課へのアンケート調査を実施しました。また回収した調査結果内容の確認、フィードバックを行

うために、回答した所管課を対象にヒアリング調査を実施しました。 

 

（１） 調査内容 

 アンケート調査・ヒアリング調査では、施設の基本情報・施設への要望・施設の不具合を把握

することを目的として実施しました。 

 

１）基本情報の確認 

 各施設の開設年月日を所管課に確認し、公有財産台帳の情報との整合を確認しました。また、

表 ２.１に付加する基本情報として、設置根拠法令、設置条例名称、設置目的、主な利用者につ

いて把握しました。 

 

アンケート番号 1 記入シート
●アンケート毎に管理番号を付す(初回は１）

１．記入年月日 ●yyyy/mm/ddで記入してください。

２．所管課 名称 ●入力済みですが、変更がある場合は入力してください。

３．記入者 ●記入者のお名前を記入してください。

４．記入者連絡先 所管課署名 ●記入者の連絡先を記入してください。
電話番号
ファックス番号
電子メール

１．台帳番号 ※財産テーブルから

２．名称 ※財産テーブルから

３．開設年月日 ●yyyy/mm/ddで記入してください。
●施設の用途変更があった場合は用途変更のあった日付
をご記入ください。（建物の竣工日と異なっても構いませ
ん）

４．設置根拠法令

５．設置条例名称

６．設置目的

７．主な利用者 ●利用対象者が定められている場合は、その利用者を、
特に定められていない場合は、主な利用者を記入してくだ
さい。

※入力済み

※入力済み

条例設置の場合のみ

●設置目的を記載してください。
●設置目的が条例や法令に明記されている場合は、当該
条例・法令名および条番号を記入してください。

�

施設に関するアンケート

変更ありの場合

Ⅱ　施設の基本情報

Ⅰ　フェイスシート

 

図 ２.３ アンケート調査票（施設基本情報の把握） 
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２）施設への要望・施設の不具合について 

 住民からの施設の要望、所管課単位での整備方針の検討状況、施設管理者が把握している不具

合についても調査項目として設定し、情報を収集しました。 

 

1 ほぼ毎日

2 １週間に数回程度

3 １カ月に数回程度

4 １年に数回程度

5 ほとんど無い

２．計画の有無

1 運営開始が定まっている改築計画が
存在する

2 運営開始は定まっていないが改築計
画を検討中

3 時期の決定した廃止の方針がある

4 時期は決定していないが廃止の方
向で検討中

5 施設のあり方(廃止か改修か等)を検
討中

6 現状のまま当面は存続する

7 その他（内容を下欄に記入）

その他の場合

３．住民の要望

1 施設機能向上の要望がある

2 サービスの改善の要望がある

3 その他（内容を下欄に記入）

その他の場合

１．施設の不具合

●例：大雨時に雨漏りがある。段差があり利用者の通行
に支障がある。機械（空調機・電気・搬送機器）に異常が
あり使えないことがある。水が流れにくい、水道水にさびが
ある。

１．施設へのクレーム数

※選択肢から、１つだけ選び、番号で
記入してください。

※選択肢から、１つだけ選び、番号で
記入してください。

Ⅳ　今後の施設の整備方針について

※選択肢から、１つだけ選び、番号で
記入してください。

Ⅴ　施設の不具合について

施設を使用する上で支障が生じている不具合があれば、ご自由に記入ください。

●当該施設の建物の状況（故障、不具合、破損など）に関
する利用者からのクレーム数（口頭、電話、ファックス、電
子メール等）について、選択肢の中から最も近いものを１つ
だけ選び、番号で記入してください。

 

図 ２.４ アンケート調査票（施設の整備方針・不具合についての把握） 
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２.４ 将来のライフサイクルコストシミュレーション 

 収集した情報をもとに、将来のライフサイクルコストを複数パターンのシナリオで設定し、算

出しました。 

 本市では、ライフサイクルコストについて、公共施設の修繕・改修・建替にかかる費用と定義

し、一般的に含まれる光熱水費は算定の対象外としました。 

施設の維持保全は、施設用途に応じ、部位別に適切な修繕・改修および建替の周期を設定し、

それぞれの周期に修繕・改修を繰り返し、耐用年数を迎えた公共施設は建替を実施します。例え

ば、修繕周期 15 年、改修周期 30 年、建替周期 60 年と設定した場合、築後 15 年に修繕、築後

30 年に改修、築後 45 年に修繕を実施し、築後 60 年に建替を迎えることになります。 

外装

内装

「修繕」 「修繕」「改修」

「改修」

「建替」

部位ごとに適切な
周期を設定

「修繕」、「改修」
を繰り返す

耐用年数に達した
時、建替を実施

設備
「改修」 「修繕」「修繕」

「修繕」

「竣工」

 

図 ２.５ 修繕・改修・建替のイメージ 

 

（１） シミュレーションにあたっての前提条件 

基本方針にある「公共施設の質の確保」、「コストの削減」、「各年度の支出の平準化」を実現す

るため、施設に目標耐用年数を設定し、その生涯に要する費用（ライフサイクルコスト）がいく

らになるのかシミュレーションを行いました。シミュレーションは、施設の目標耐用年数と、そ

れにあわせ外装・内装・設備といった各部位ごとに修繕・改修の周期を設定したもので、次の条

件により行いました。 

 

１）工事費の推計方法 

 各建物の施設用途、延床面積、階数から、各部位・設備の数量を推計し、推計数量を算出しま

した。そのうえで、各部位・設備の単価を乗じることで工事費を算出しました。 

 

２）シミュレーションに用いた工事単価 

 工事単価は、一般財団法人建設物価調査会の建設物価を根拠として、全国的な標準単価を用い

ています。各部位・設備ごとに、修繕および改修単価を設定しました。 
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３）工事履歴の反映 

 過去の工事履歴が既存資料により把握可能な場合にはその工事情報を反映しました。直近で実

施された工事実施年度に基づき、次回の修繕・改修年度を設定しました。工事履歴が分からない

ものは、当該建物において、劣化調査に問題がなければ建築年から修繕・改修周期の年数に実施

したものと仮定して取り扱いました。 

 

４）劣化調査結果の反映 

 劣化調査により劣化が特に激しいと判断された部位（5 段階劣化判定（Ⅰ～Ⅴ）のⅣ及びⅤ）

については、平成 26・27 年度に前倒しで修繕を行うものとしました。 

 ライフサイクルコスト算定シミュレーションは、平成 25 年度以前も、設定した周期のとおり

に、修繕・改修を実施したという前提に基づき算定していますが、劣化調査結果を反映すること

により、実際は修繕・改修を実施せず、劣化が進展してしまった建物への応急的措置を算出結果

に反映することが可能となります。 

 

５）周期設定 

①複数パターンでのシナリオ設定 

次の４パターンの周期により、ライフサイクルコストのシミュレーションを行いました。 

表 ２.５ 各シナリオの周期設定 

※１ 外装・内装・設備といった各部位の周期を修繕 15 年、改修 30 年、再度 45 年で修繕し 60 年で建替という設定によ

るもの 

 

表 ２.６ シナリオ２周期設定表 

大分類

中
分
類

屋
根

外
壁

そ
の
他

軒
天

巾
木

床
天
井

内
部
建
具

壁

映
像
･
音
響
設
備

受
変
電
設
備

情
報
通
信
設
備

静
止
形
電
源
設
備

太
陽
光
発
電
設
備

中
央
監
視
制
御
設
備

電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備

動
力
設
備

発
電
設
備

防
災
設
備

雷
保
護
設
備

換
気
設
備

空
気
調
和
設
備

空
調
熱
源
設
備

自
動
制
御
設
備

排
煙
設
備

ガ
ス
設
備

衛
生
器
具
設
備

給
水
設
備

給
湯
設
備

消
火
設
備

厨
房
器
具
設
備

排
水
設
備

エ
ス
カ
レ
ー

タ

エ
レ
ベ
ー

タ

修繕 15 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 10 20 20 20 10 20 20 10 10 10 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

改修 30 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 20 40 40 40 20 40 40 20 20 20 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

部
位

周期

外部 内部 電気 搬送機給排水空調

 
※２ シナリオ１と同様、建替は 60 年とするものの修繕・改修の周期を部位ごとに変えたもの 

 

 

 

 シナリオ１ 
※１ 

シナリオ２ 
※２ 

シナリオ３ 
※３ 

シナリオ４ 
 

建 替 
（目標耐用年数） 

６０年 ６０年 ８０年 ８０年 

改 修 ３０年 部位別に設定 部位別に設定 部位用途別に設定 

修 繕 １５年 部位別に設定 部位別に設定 部位用途別に設定 
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表 ２.７ シナリオ３周期設定表 

大分類

中
分
類

屋
根

外
壁

そ
の
他

軒
天

巾
木

床
天
井

内
部
建
具

壁

映
像
･
音
響
設
備

受
変
電
設
備

情
報
通
信
設
備

静
止
形
電
源
設
備

太
陽
光
発
電
設
備

中
央
監
視
制
御
設
備

電
灯
コ
ン
セ
ン
ト
設
備

動
力
設
備

発
電
設
備

防
災
設
備

雷
保
護
設
備

換
気
設
備

空
気
調
和
設
備

空
調
熱
源
設
備

自
動
制
御
設
備

排
煙
設
備

ガ
ス
設
備

衛
生
器
具
設
備

給
水
設
備

給
湯
設
備

消
火
設
備

厨
房
器
具
設
備

排
水
設
備

エ
ス
カ
レ
ー

タ

エ
レ
ベ
ー

タ

修繕 16 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 10 20 20 20 10 20 20 10 10 10 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

改修 32 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 20 40 40 40 20 40 40 20 20 20 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40
周期

部
位

外部 内部 電気 給排水 搬送機空調

 
※３ 建替は 80 年で修繕・改修の周期を部位ごとに設定したもの 

 

②建替周期（目標耐用年数）の設定根拠 

ここでは、「建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）」が提案する算定式や物理的耐用

年数の考え方に基づいて目標耐用年数を設定します。 

RC 造の建物については、下記の算定式を用い、目標耐用年数を 80 年と設定します。 

  

《算定式》（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」より） 

Y＝YS×A×B×C×D×E×F×G×H 

Y：目標耐用年数 YS：標準耐用年数（６５年） 

A：コンクリート種類 普通コンクリート=1.0 軽量コンクリート=0.95 

B：セメント種類 ポルトランドセメント=1.0 高炉セメント A=0.85 高炉セメント B=0.8 

C：水セメント比 65%=1.0 60%=1.2 55%=1.5 

D：被り厚さ 20mm=0.25 30mm=0.56 40mm=1.0 50mm=1.56 

E：外壁仕上げ材 無=0.5 複層塗材=1.0 モルタル 15mm 以上=1.5 

※15mm 以上の増打しているものは打放でも、モルタル 15mm 以上塗ったもの同等と扱う。 

F：コンクリートの施工状況 普通の施工=1.0 入念な施工=1.5 

G：建築物維持保全の程度 劣化後も補修しない=0.5 劣化部分を補修する=1.0 

H：地域 一般=1.0 凍結融解を受ける地域=0.9 海岸=0.8 

 

＜本市の場合＞ 

Y＝65×1.0×1.0×1.0×0.56×1.5×1.5×1.0×1.0＝81.9≒80 

A：普通コンクリート(1.0) B：ポルトランドセメント(1.0) 

C：65%(1.0) D：30mm(0.56) 

E：通常複層塗材の仕上げであるが標準仕様では増し打 20mm(1.5) 

F：良好な監理の下入念に施工されている(1.5) 

G：劣化部分を補修する(1.0) 

H：一般(1.0) 
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鉄骨造の建物については、下表の建築物全体の望ましい目標耐用年数の級（日本建築学会「建

築物の耐久計画に関する考え方」より）から目標耐用年数を 80 年と設定します。 

 

表 ２.８ 建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

高品質の場合
普通の品質の

場合

学校

庁舎
Y。100以上Y。60以上 Y。100以上Y。60以上 Y。40以上 Y。60以上 Y。60以上

住宅
事務所

病院

Y。100以上Y。60以上 Y。100以上Y。60以上 Y。40以上 Y。60以上 Y。40以上

店舗

旅館

ホテル

Y。100以上Y。60以上 Y。100以上Y。60以上 Y。40以上 Y。60以上 Y。40以上

工場 Y。40以上 Y。25以上 Y。40以上 Y。25以上 Y。25以上 Y。25以上 Y。25以上

ブロック造
れんが造

木造

軽量鉄骨

鉄筋コンクリート造
鉄骨・鉄筋コンクリート造

鉄骨造

重量鉄骨

高品質の場合
普通の品質の

場合

構造

用途

 

　　　　　　　目標耐用年数

級（Y。）
代表値 範囲 下限値

Y。150 150年 120～200年 120年

Y。100 100年 80～120年 80年

Y。60 60年 50～80年 50年

Y。40 40年 30～50年 30年

Y。25 25年 20～30年 20年

Y。15 15年 12～20年 12年

Y。10 10年 8～12年 8年

Y。6 6年 5～8年 5年

Y。3 3年 2～5年 2年
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（参考：耐用年数の考え方） 

建替周期については、建築物の耐用年数を目安に設定します。耐用年数の概念は物理的耐用年

数の他２種類存在します。  

 

１ 経済的耐用年数 

建物における減価償却資産としての法的耐用年数。財務省令で定めています。 

 経済的観点からみた耐用年数 

種   

類 

 鉄骨鉄筋
コンクリー
ト造また
は鉄筋コ
ンクリート
造のもの 

れんが造
石造りま
たはコン
クリートブ
ロック造 

金属造骨
格材の厚
さ4mmを
超えるも
の 

同左 骨
格材の厚
さ3mmを
超え4mm
以下のも
の 

同左 骨
格材の厚
さ3mm以
下 

木造また
は合成樹
脂造のも
の 

木骨 
モルタル
造 

建 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

物 

事務所用または美術館用のものお
よび下記以外のもの 

50 41 38 30 22 24 22 

店舗用・住宅用・寄宿舎用・宿泊所
用・学校用または体育館用のもの 

47 38 34 27 19 22 20 

飲食店用・貸席用・劇場用・演奏場
用・映画館用または舞踏場用のも
の 
・飲食店用または貸席用のもので
延べ面積のうちに占める木造内
装部分の面積が 3割を超えるも
の 
・その他のもの 

 
 
 
 

 
34 
 

41 

 
 

38 

 
 

31 

 
 

25 

 
 

19 

 
 

20 

 
 

19 

旅館用またはホテル用のもの 
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停車場用・車庫用・格納庫用・荷扱
所用・映画製作ステージ用・屋内ス
テージ用・屋内スケート場用・魚市
場用または蓄場のもの 

38 34 31 25 19 17 16 

公衆浴場用のもの 31 30 27 19 15 13 11 

工場（作業場も含む）または倉庫用
のもの 
・塩素・塩酸・硫酸その他著しい腐      
食性を有する液体または気体の 
影響を直接全面的に受けるもの、 
冷蔵庫用のもの（倉庫事業の倉 
庫用のものを除く）および放射性 
同位元素の放射性を直接受ける 
もの 
・塩・チリ硝石その他著しい潮解性 
を有する固体を常時蔵置するた 
めのものおよび著しい蒸気の影 
響を直接全面的に受けるもの 
・倉庫事業の倉庫のもの 
冷蔵庫用のもの 
その他のもの 
・その他のもの 

 
 
 

24 
 
 
 
 
 
 
 
 

31 
 

21 
31 
38 

 
 
 

22 
 
 
 
 
 
 
 
 

28 
 

20 
30 
34 

 
 
 

20 
 
 
 
 
 
 
 
 

25 
 

19 
26 
31 

 
 
 

15 
 
 
 
 
 
 
 
 

19 
 
 
 

24 

 
 
 

12 
 
 
 
 
 
 
 
 

14 
 
 
 

17 

 
 
 
9 
 
 
 
 
 
 
 
 

11 
 
 
 

15 

 
 
 
7 
 
 
 
 
 
 
 
 

10 
 
 
 

14 

出所：減価償却資産の耐用年数等に関する省令 

２ 機能的耐用年数 

建設された建物、構造物が時代の変遷とともに期待される機能を果たすことが出来なくなると

いう観点から定める耐用年数であって、建物の用途や使い方により異なります。 

一般的には、病院や介護施設などの年数が短く、集会施設や住宅等は比較的長期の設定を行い

ます。 
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③修繕・改修周期の設定根拠 

修繕・改修については、国土交通省等が部位・設備ごとに標準的耐用年数を定めています。こ

れらを参考としつつ、市のこれまでの修繕・改修の実績および市の財政状況を考慮し、適当と判

断される周期を設定しました。 

 

（２） シミュレーション結果 

 下表のとおり、4 パターンでのライフサイクルコストを算出しました。その結果、年度あたり

の平均費用が抑えられるシナリオ３をベースとして保全計画を策定することとしました。 

 

表 ２.９ ライフサイクルコスト算出結果 

 

 

 

 

    

 
※平成２４年度当初予算のうち公共施設の維持保全にあてられる費用は、約１２億円程度 
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図 ２.６ シナリオ３ライフサイクルコスト算出結果 

 

 

 

ライフサイクルコス

ト推計額 
シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３ シナリオ４ 

今後１０年間平均額 １８億円 ２２億円 １９億円 １９億円 

〃 ２０年間平均額 ２７億円 ２８億円 １９億円 １９億円 

〃 ４０年間平均額 ３８億円 ３９億円 ２４億円 ２４億円 
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３． 維持保全計画の策定 

 

３.１ 維持保全計画策定の考え方 

（１） 長寿命化を念頭に置いた計画 

中長期的に維持保全にかかる各年度の経費を縮減させていくとともに、各年度の予算を平準化

していかなくてはなりません。そのために、維持保全にかかる工事費そのものを縮減しながら、

計画的に維持保全を行うことにより突発的かつ過大な規模の改修を抑えていく必要があります。

また、予防保全により公共施設の耐用年数を延ばし、建替の回数を減らすことで、費用削減を図

ることが重要です。 

 

（２） 維持保全計画策定に向けて実施すべき取組み 

 維持保全計画策定に向けて実施すべき取組みは、 

 ①保全計画策定検討に向けた情報収集・更新 

 ②実施する工事の抽出・工事時期（前倒し・後ろ倒し）の検討・決定 

 

 ①により、計画策定検討に資する最新の情報が蓄積されるととともに、機械的に算出されるラ

イフサイクルコスト算出結果の値をより市の実状を反映した精度の高いものとすることが可能と

なります。 

 また、①により得られた情報に基づき、優先度設定・施設評価を実施し、コスト削減・平準化

を念頭に置き、政策を反映した維持保全計画を策定します。 

 ②では、①で得られたライフサイクルコスト算出結果をベースに、設定した優先度を適用し、

実施する工事の抽出、実施と判断した工事の実施時期（前倒し・後ろ倒し）の設定を検討・決定

します。 
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ライフサイクルコスト（以下 LCC）算出結果（図２．６） 

最新データの反映、LCC 算出結果の精緻化 

コスト削減・平準化を念頭に置いた工事の抽出、実施時期の変更等施策を反映 

中長期的な維持保全計画（10 年・5 年計画）の策定 

（将来の LCC のグラフ確定） 

工事履歴の収集・蓄積 現地調査の実施（毎年度） ｱﾝｹｰﾄ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査（毎年度） 

工事単価の見直し 

工事時期の再設定 

最新の劣化状況を考慮 

長寿命化実施可否の検討 

工事の組み合わせ、仕様等、実施を念頭においた工事内容の 

具体的な計画検討・最終決定 

短期的な保全計画（3 年計画）の策定 

①保全計画策定検討に向けた情報収集・更新 

②実施する工事の抽出・工事時期（前倒し・後ろ

倒し）の検討・決定 

優先度設定・施設評価 

 

図 ３.１ 維持保全計画策定に向けた検討フロー 
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３.２ 保全計画策定検討に向けた情報収集・更新、データの活用方法 

（１） 工事履歴の収集・蓄積 

１）収集方法 

今後、市が発注する工事については、仕様、工事内容、金額等について所定のフォーマットに

入力することにより、工事データをデータベースに蓄積していきます。これにより、共通の様式

によりデータを一括管理することが可能となり、全庁的に情報共有することが可能となります。 

 

 
工事台帳

工事年 年度

棟名 ○管財台帳の名称を記入。複数棟にまたがる場合はシートを分けて記入

棟番号 ○管財台帳の棟番号を記入

契約番号

工事件名 ○契約件名を記入

工事金額 円

工事部位 ○該当する部位をチェック（複数回答可）

✔

工事内容 ○工事の概要を記入。
○工事部位・工事の具体的内容を記載のこと。

工事会社

工期（始） ○YYYY/MM/ＤＤで記入

工期（終） ○YYYY/MM/ＤＤで記入

�

その他

躯体
屋根
外壁
屋外構造物・備品
内部
電気
空調･衛生
搬送設備

 

図 ３.２ 工事概要 

 

仕様１ 仕様２ 仕様３ 仕様４  数量 工事費(円）  数量 工事費(円）

防水層 ㎡

パラペット m

笠木 m

手摺 m

タラップ ㎡

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ m

屋根(金属・カラーベスト） ㎡

外壁 ㎡

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ ㎡

窓（引違窓・回転窓・その他）個

ガラリ 個

フラッシュドア 個

玄関ユニット 個

シャッター 個

軒天井 ㎡

工事量工事量

修繕

外壁2

軒天井5

�

仕様
No. 大分類 No. 中分類

更新（部材の交換を行う場合）

呼 称

修繕内容３ その他

修繕の内容(該当するものにチェック）

更新内容１

更新の内容(該当するものに色つけ）

その他修繕内容１ 修繕内容２

外部1

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ3

建具4

屋根1

 

図 ３.３ 詳細工事内容：部位別（一部抜粋） 
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２）活用方法 

①単価の見直し 

本年度のライフサイクルコスト算出にあたっては、建設物価資料をもとに全国的な標準単価を

用いています。データベースに十分な工事履歴データが蓄積された時点で順次、設定工事単価を

工事履歴から算出した市の実勢価格に置き換えていきます。 

 

②工事実施時期の更新 

ライフサイクルコスト算出にあたり、工事履歴に関するデータがない施設については、建築年

をもとに例えば築後 20 年に修繕、築後 40 年に改修を実施としています。ある年度の工事履歴が

入力されると、当該年度に工事を実施したものとして、次回工事発生年度が設定されます。 

  

 上記により、工事履歴が収集されると、全庁的な情報共有のみならず、より市の実状を反映し

たライフサイクルコストの算出が可能となります。 

 

（２） 現地調査の実施 

１）実施方法 

①建築技師による劣化診断の実施 

 公共施設維持保全計画は、毎年度ローリングし、策定するものであるため、保有する情報は、

常に最新の状況を反映したものである必要があります。 

 ２.２で示す現地調査は毎年度、建築技師により実施し、劣化状況、機能状況については、最新

の状況を把握します。 

 

②施設管理者による日常点検の実施 

建築技師による劣化診断に加え、施設管理者が簡易点検を定期的に実施し、定期的に劣化状況

を把握します。本点検では、専門的な知識を持たない施設管理者でも容易に点検が行えるような

様式・マニュアルを作成します。 
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推奨点検間隔：周期Ⅰ：1年に1回　周期Ⅱ：3年に1回

判断基準 チェック 例

保護層
１　排水状態が良好である
２　伸縮調整目地材に劣化、欠損がない
３　押さえコンクリート層にひび割れがない

防水層
１　変形、ふくれ、しわ、ひび割れ、破断、めくれがない
２　保護塗装の退色、チョーキングがない

１　葺材の変形、乱れ、割れ、さび、腐食、塗装の劣化、表面処理の劣化がない
２　シーリング材の破断、ひび割れ、だれ、変形、剥離がない

１　ひび割れ、浮き、剥離がない
２　シーリング材に破断、ひび割れ、だれ、変形、剥離がない

１　取り付け状態が良好
２　変形、破損、さび、腐食がない

１　取付け状態が良好
２　さび、腐食、破損、塗装の劣化、漏水がない
３　詰まりやごみがない

※：周期Ⅰ：標準的な点検周期

     周期Ⅱ：対象部分ごとに重大な支障が生じないと想定される範囲において、不具合等の発生率が高まることを許容できる場合に適用する頻度を軽減した点検周期

ルーフドレン、とい

ポイント

屋根
漏水による漏電事故がよく発生しますので急いで修繕してください。
防水層にふくれが生じている場合は、ふみやぶらないよう注意してください。
パラペット
通行人等に危害を与えるおそれがあるので、発見したときは、ロープなどで人が近寄らないようにしてください。
手摺
脚部がさびやすいので注意してください。
ルーフドレイン・とい
ごみ等の詰まりは、漏水の原因となるので、特に台風等の前には点検が必要です。

屋根

陸屋根

勾配屋根

パラペット

点検項目

手摺、タラップ

陸屋根
排水不良

陸屋根
防水層のふくれ

陸屋根
押さえブロックひび割れ

陸屋根
目地劣化、浮き・剥れ、草生

 

図 ３.４ 施設管理者による簡易点検シート（一部抜粋） 

 

２）活用方法 

①優先度設定検討時の基礎資料 

 劣化診断結果は、必要な工事の抽出、実施時期の変更等の検討を行う際の重要な基礎資料とな

ります。 

 本診断結果をもとに、工事箇所・実施時期の優先度設定を行います。 

 

②長寿命化実施可否検討時の基礎資料 

本計画における目標耐用年数は、80 年と設定しています。耐用年数の考え方は、①経済的耐用

年数、②機能的耐用年数、③物理的耐用年数の 3 つがあります。ここでは建築学会が定める③物

理的耐用年数を根拠として、目標耐用年数を 80 年としています。 

 ただし、目標耐用年数は、あくまで目標値として設定したものであり、各建物の構造や劣化状

況により、長寿命化が困難と判断される施設については、個別に建替周期を設定し、維持保全計

画に反映するものとします。個別施設における長寿命化の適用可能性については、図３．５のフ

ローに基づき検討します。 
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無 

築後40年以降

　  OK NG

有　　    無 有　  無

築後60年

築後80年

建替計画

建替計画・取壊し計画の有無

耐用年数80年
長寿命化

新築

中性化試験・圧縮強度試験・鉄筋はつりだし
断面欠損・じゃんか・コールドジョイントの目視による確認

長寿命化の必要性
機能的耐用年数による建替の検討

建替の必要性検討

耐用年数60年
建替計画

耐用年数60年
建替計画

取壊し計画

総合的に検討

建替計画有

取壊し計画有

 

図 ３.５ 長寿命化適用可能性検討フロー 

 

 

（３） アンケート調査・ヒアリング調査 

１）実施方法 

各施設の利用状況、収支状況についても、現地調査と同様常に最新の情報を反映したものであ

る必要があります。 

 ２.３で示した各所管課へのアンケート調査・ヒアリング調査についても、毎年度実施し、利用

状況、収支状況を把握するものとします。 

 ①利用状況調査 

 各施設の用途に応じ、調査項目を設定したうえで、各施設の利用状況を収集します。 
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表 ３.１ 調査項目と回答の対象となる施設用途 

調査項目 対象となる施設用途 

年間利用者数 

開館日数 

障害者福祉施設、老人福祉施設、児童福祉施設（保育園を除く）、

保健施設、産業・観光施設、公園施設、社会教育施設、文化施設

(埋蔵文化財倉庫を除く）、体育施設、複合施設、その他施設（土

木管理事務所、倉庫を除く）、庁舎 

年間利用コマ数 

年間利用可能コマ数 

貸出室数 

施設利用者に時間貸ししている施設 

定員 障害者福祉施設、老人福祉施設、児童福祉施設、幼稚園 

全戸数 

入居戸数 

市営住宅 

年間貸出冊数 

蔵書数 

文化施設（図書館） 

収容物の内容 その他施設（倉庫）、消防・防災施設（各水防倉庫）、文化施設（埋

蔵文化財倉庫） 

学級数・児童生徒数 保育園、幼稚園、小学校、中学校 

駐車台数 駐車場施設 
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１．運営形態 1 直営

2 委託

3 指定管理者

4 民営(貸付）

２．利用状況

例えば、●●図書館に図書館部分と物品を保管するため
の倉庫があれば、Q5とQ6の両方をご回答ください。

H22年度

H21年度

H20年度

H22年度

H21年度

H20年度

H22年度

H21年度

H20年度

H22年度

H21年度

H20年度

50㎡(25畳)未満

50㎡(25畳)以上
100㎡(50畳）未満

100㎡以上

H22年度

H21年度

H20年度

a．全戸数 戸 ●当該敷地内のすべての住戸の戸数を記入してください。

b．入居戸数 H22年度 戸

H21年度 戸

H20年度 戸

H22年度

H21年度

H20年度

H22年度

H21年度

H20年度

a．収容物の内容 保管期間内文書 ○

文書(上記以外）

文化財

机や棚等什器備
品イベント用具

その他

a．学級数・児童生徒
数

学級数 対象施設： ●平成23年4月1日現在、当該施設における学級数を記入
してくだい。

児童生徒数 人 保育園、幼稚園、中学校、小学校 ●平成23年4月1日現在、当該施設に通学している・児童
数・生徒数を記入してくだい。

a．四輪車（有料） 駐車可能台数 台 ●四輪車の駐車可能台数を記入してください。

年間利用台数 台 ●年間の利用台数を記入してください。

開場日数 日 ●利用可能日数を記入してください。

駐車可能台数 台 ●二輪車の駐車可能台数を記入してください。

年間利用台数 台 ●年間の利用台数を記入してください。

開場日数 日 ●利用可能日数を記入してください。

c．四輪車（無料） 駐車可能台数 台 ●四輪車の駐車可能台数を記入してください。

年間利用台数 台 ●年間の利用台数を記入してください。

開場日数 日 ●利用可能日数を記入してください。

駐車可能台数 台 ●二輪車の駐車可能台数を記入してください。

年間利用台数 台 ●年間の利用台数を記入してください。

開場日数 日 ●利用可能日数を記入してください。

Ⅲ　施設の利用状況とコスト状況

Q８　駐車・駐輪を主たる目的として設置された施設部分についてお答えください

対象施設：

駐車場施設等

b．二輪車（有料：自動
二輪、自転車の両方）

d．二輪車（無料：自動
二輪、自転車の両方）

●施設の定員について記入してください。

人

人

以下のQ1～Q８は施設の利用に関する質問です。
当該施設について「黄色のセル」にお答えください。灰色の網掛け部分は回答不要です。

日

●蔵書数を記入してください。CDROMやDVDなど他の媒
体のものは除外し、書籍のみの冊数を記入してください。

冊

冊

冊

冊

冊

●年間の貸出冊数を記入してください。CDROMやDVDな
ど他の媒体のものは除外し、書籍のみの冊数を記入してく
ださい。

a．年間貸出冊数(書
籍のみ）

Ｑ３　定員が定められている施設部分についてお答えください

日 ●開館日数を記入してください。

日

コマ／年

人／年

Ｑ１　利用状況が利用者数により把握することが可能な施設部分についてお答えください（複数ある場合には利用者数を合計してください）

●上記住戸数に対して、各年度における入居戸数を記入
してください。入居戸数は各年4月1日現在のものとしてく
ださい。

b．開館日数

対象施設：
障害者福祉施設、老人福祉施設、児
童福祉施設（保育園を除く）、保健施
設、産業・観光施設、公園施設、社
会教育施設、文化施設(埋蔵文化財
倉庫を除く）、体育施設、複合施設、
その他施設（土木管理事務所、倉庫
を除く）

a．年間利用者数 人／年

人／年

Ｑ５　図書館・図書室のある施設についてお答えください

対象施設：
障害者福祉施設、老人福祉施設、児
童福祉施設、幼稚園

Ｑ４　入居して利用する施設部分についてお答えください

a．定員

人

Ｑ６　主に物品の保管を目的機能を有する施設部分についてお答えください

b．年間利用可能コマ
数

対象施設：
施設利用者に時間貸ししている施設

室

室

室

コマ／年

コマ／年

コマ／年

a．年間利用コマ数

b．蔵書数(書籍のみ）

対象施設：
文化施設（図書館）

冊

コマ／年

コマ／年

c．貸室数 ●施設の貸室数を記入してください。

Ｑ２　時間貸ししている施設部分についてお答えください

●団体利用・個人利用をあわせた利用者数を記入してくだ
さい。

Ｑ７　教育関連施設についてお答えください

対象施設：
市営住宅

対象施設：
その他施設（倉庫）、消防・防災施設
（各水防倉庫）、文化施設（埋蔵文化
財倉庫）

●団体利用・個人利用をあわせた利用者コマ数を記入し
てください。
●コマ数とは、部屋ごとの貸し出し単位です。ある部屋に
ついて午前・午後・夜間の3区分で貸し出し可能な場合は
1部屋3コマと数えます。
1時間単位での貸し出しの場合、9:00～17:00まで貸し出
し可能であれば1部屋8コマと数えます。

●収容物の内容について、該当するものの欄に「○」を記
入してください（複数可）。該当しないものは何も入力しな
いでください。
●その他の場合は具体的に記入してください。

 

図 ３.６ アンケート調査票（利用状況の把握） 
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②収支状況調査 

 各施設に応じ、費目別に調査項目を設定したうえで収支状況を収集します。 

 

３．職員数 常勤： 人 ●平成23年4月1日現在、当該施設において常勤している
職員数を記入してください。

嘱託・非常勤等： 人 ●平成23年4月1日現在、当該施設における嘱託・非常勤
等の人数員数を記入してください。

４．年間収入 項目名
平成22年度 使用料・手数料

負担金
雑収入

 その他（具体的に）

平成21年度 使用料・手数料
負担金
雑収入

その他（具体的に）

平成20年度 使用料・手数料
負担金
雑収入

その他（具体的に）

５．年間支出 平成22年度 需用費（修繕料）

需用費（光熱水費）
需用費（その他）

委託料（指定管理料）
委託料（その他）
使用料及び賃借料（土地家屋）
使用料及び賃借料（その他）
工事請負費

その他（具体的に）放送受信料
下水道使用料金

平成21年度 需用費（修繕料）
需用費（光熱水費）
需用費（その他）
委託料（指定管理料）
委託料（その他）

使用料及び賃借料（土地家屋）

使用料及び賃借料（その他）

工事請負費
その他（具体的に）放送受信料

下水道使用料金
平成20年度 需用費（修繕料）

需用費（光熱水費）
需用費（その他）
委託料（指定管理料）
委託料（その他）
使用料及び賃借料（土地家屋）
使用料及び賃借料（その他）
工事請負費

その他（具体的に）放送受信料
下水道使用料金

●年間の支出を記入してください。
●複合施設など、他の施設と同じ建物に同居している場
合においても、当該施設のみの支出に区分して記入してく
ださい。区分がどうしても困難な場合はお問い合わせくだ
さい。
●指定管理者が支払う修繕費や光熱水費等の計上は不
要です。

●施設利用料、賃料等の収入がある場合は、年間の収入
額を記入してください。
注）市の財政を基準としてを記入してください。指定管理者
における収入は記入不要です。

年間収入（円／年）

以下の項目は全ての方がお答えください。

 

図 ３.７ アンケート調査票（収支状況の把握） 

  

２）活用方法 

 優先度設定に際し、利用状況・収支状況から優先度を決定する状況が想定されます。この際の

重要な基礎資料としてアンケート調査・ヒアリング調査結果を活用します。 
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３.３ 実施する工事の抽出・工事時期（前倒し・後ろ倒し）の検討・決定 

 毎年度のローリングにより、検討に用いる情報を更新した後は、その情報をもとに、実施する

工事の検討・決定を行います。 

 機械的に算出されたライフサイクルコスト算出結果をもとに、コスト削減、費用平準化を念頭

に、必要工事の抽出、工事実施時期（前倒し、後ろ倒し）を決定します。 

 

（１） 必要工事の抽出・工事実施時期の検討方法（優先度設定） 

１）工事の優先度設定における基本的考え方 

同一年度に費用が集中する場合、本当に必要と判断される工事を抽出し、実施時期を前倒し、

あるいは後ろ倒しして良いと判断される工事を選定する必要があります。 

 その際は、①劣化度・機能性の観点、および②施設の用途に基づく優先度設定から、優先順位

を高める必要性があると判断されるものの抽出を行う必要があります。 

 

①劣化度・機能性の観点から優先順位を高める必要性があると判断されるものの抽出・整理 

劣化度・機能性の観点から、優先順位を高める要因を下表のとおり整理しています。表に該当

するものは優先的に工事を実施する必要があります。 

表 ３.２ 優先順位を高める要因 

視点 優先順位を高める要因 

劣化度 

放置しておくと利用者に直接・間接の物理的被害や大きな施設の滅失が予

見される場合 

  例）外装材落下の危険性、消防設備の不備等 

敷地周辺に悪影響（騒音・振動・著しい美観の喪失等）を与えており、解

消が求められるもの 

  例）空調外部機器の劣化による騒音 

機能性 

施設本来の要求事項が満たせなくなっており、その解消を行うもの 

  例）建具不良による立ち入り不可能な部屋、設備機器の故障による部

屋機能・使用への支障等 

 

②施設の用途に基づく優先度設定 

施設の優先度は、用途・規模等を勘案し、客観的に順位付けを行う必要があります。代替性の

ない施設用途（庁舎・消防施設等）については優先度を高めます。 

 

２）点数化による優先度設定 

 上記の視点に基づき、本市では、優先度を得点化することにより、優先度を設定します。シミ

ュレーションで算出したライフサイクルコストをベースとし、予算の平準化・関連工事の一括発

注・劣化状況を反映させるため、下記の手順により工事に優先順位を定め、必要性の高い工事に

絞った執行を行っていきます。 
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※特定施設以外の施設 ※廃止・用途変更等

　 予定施設

劣化診断結果 被害損失　大 被害損失　小 被害損失　なし

廃止等予定及び
施工箇所の判断Ⅴ

維持保全計画対象施設

一般施設 特定施設

劣化状況把握 劣化状況把握

Ⅳ Ⅲ Ⅱ～Ⅰ

劣化緊急度（Ｋ）

劣化診断結果

部位Ⅱ

部位Ⅲ

電気設備（その他）

機械設備（一般空調・換気） 9

8その他すべて

19

17

12

11

電気設備（受変電・幹線）

点数 75 50 25 0

放置した場合の被害・損失の程度（係数：ａ）

1.10

1.05

1.10

1.05

1.00

Ⅴ

Ⅳ

Ⅲ

1.20

1.15

1.10

1.15

部位Ⅰ

施設重要度（Ｑ）

レベル 部位分類

屋根・外壁・消防用設備・避難設備

用途Ⅰ 用途Ⅱ

30

24

22電気設備（非常用発電機・中央監視装置）

機械設備（給水・排水・衛生設備・大型熱源）

昇降機

同点の場合の優先度判定

工事優先度　Ｐ = Ｋ × ａ ＋ Ｑ

施設用途

レベル

用途Ⅰ

用途Ⅱ

施設分類

庁舎、消防施設、避難所にあたる施設、代替性のない建物

その他全て

10

25

20

18

優先度１

優先度２

優先度３

法令違反

16

14

10

改修修繕範囲の大きい順

利用状況の良い順

劣化状況・各部位の重要度

から点数付けを行う

 

図 ３.８ 優先度の得点化（案） 
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３）施設評価に基づく優先度の設定 

①収集した情報の活用方法（課題のある施設の抽出） 

 各施設の劣化度および、利用状況・収支状況を把握することにより、ハード（品質）、ソフト（供

給・財務）の両面からみた施設評価を実施することができます。 

 

＜同一施設用途分類間の相対評価＞ 

【ハード面の評価】  

 ハード面の評価は、①築年数（公有財産台帳より収集）、②施設管理者による劣化状況診断結果

（アンケート調査・ヒアリング調査より収集）、③建築技師による劣化状況調査結果（現地調査よ

り収集）により行います。①～③それぞれの偏差値の平均値を評価結果とします。 

 

【ソフト面の評価】  

ソフト面の評価はアンケート調査による「利用状況調査」結果、および「収支状況調査」によ

り得られた情報から適切な指標を抽出し、ハード面の評価と同様、指標ごとに偏差値を算出、施

設用途分類の特性に応じた指標を選択し、各指標から算出される偏差値の平均値をソフト面での

評価値として定義します。 

 

表 ３.３ 評価の視点 

分類 評価項目 

ハード ・劣化状況（築年・耐震・劣化診断結果等） 

・環境性能・バリアフリー性能に優れるか 

ソフト ・十分に利用されているか 

・他施設、他年度に対して異常な収支となっていないか 

 

【クロス評価】 

さらに、施設種別ごとに、個々の施設の「ハード」と「ソフト」の評価結果（偏差値）を平面

状にプロットすることにより、「施設群」の全体像を把握するとともに、改善の余地がある施設を

分析します。 

本方法を用いることにより、同一施設用途分類間で、相対的に施設状況が良好な施設と、何ら

かの対策を施す必要がある施設を可視的に捉えることが可能となります。また、工事の優先順位

検討に資する情報を整理することができます。 

 

４）施設の適正総量及び有効活用 

将来、変化が予測される人口構成や市民ニーズに対応するため、この施設評価の視点である施

設の利用状況や個々の部屋や教室の利用状況・収支状況などの実態を把握し、ファシリティマネ

ジメント（ＦＭ）の経営的な視点から施設の適正な総量の確保、あるいは、より効果的な施設の

活用を図ります。 
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ソフト（供給・財務）：低

ソフト（供給・財務）：高

ハード（品質）：高ハード（品質）：低

「ソフト（供給・財務）」の評

価は高いものの、「ハード

（品質）」の側面で改善の

余地がある施設

「ハード（品質）」と「ソフト

（供給・財務）」の評価がと

もに低く、抜本的な改善が

検討される施設

「ハード（品質）」の評価は

高いものの、「ソフト（供

給・財務）」の側面で改善

の余地がある施設

「ハード（品質）」と「ソフト

（供給・財務）」の評価が

ともに高く、特に改善の

余地が必要ない施設

 

図 ３.９ 評価結果の可視化・類型化 
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図 ３.１０ 評価結果（イメージ） 
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３.４ 維持保全計画の種類と位置づけ 

 維持保全計画は、中長期的視点にたち維持保全の方向性を決定するものと、短期的視点にたち

具体的な工事の内容・実施方法を決定するものに大別します。一連の計画について、毎年度最新

の情報を反映させ、ローリングを行います。 

 

（１） 中長期的視点にたった計画 

１）長期計画 

 長期計画は、将来 40 年間のライフサイクルコストを収集した諸条件を適用し、機械的に算出

するものです。これは年度ごとの保全費用を概算することを目的としたものです。 

 

２）10 年計画 

 長期計画で得られたライフサイクルコスト算出結果をベースとし、コスト削減、費用の平準化

を目的として、必要と判断される工事の抽出および工事の前倒しや後ろ倒しといった整備の方向

性を検討します。さらに実施する工事の実現性についても検討します。 

 

３）5 年計画 

 将来 5 年間を計画期間として、10 年計画で検討した方向性について、より具体化したものを 5

年計画と位置づけます。劣化診断やアンケート・ヒアリング調査による優先度設定結果をふまえ、

必要な工事を抽出することにより具体的に保全費用の平準化と工事の実現性を確認します。あわ

せて実施予定の工事について、施工の範囲（道連れ工事の発生の有無等）を検討します。 

 

（２） 短期的視点にたった計画 

１）3 年計画 

 中長期的視点で検討・決定した工事を実施・適用するためには、具体的な工事時期・内容を考

慮・反映した計画を策定する必要があります。実際の建物の部位ごとの劣化状況については、現

地調査を行い、工事内容について具体的に計画（設計）を行います。また、各施設所管課へのヒ

アリングや利用状況をふまえ、必要と判断される工事（小規模な修繕等）についても 3 年計画に

反映します。また、実施計画とも整合を図っていきます。 

 

 上記の検討を行うことにより、基本方針に示すコスト削減、費用の平準化に向けた取組みを計

画に反映することが可能となります。 
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【検討事項の整理】  

 前述の計画を検討・策定するためには、下表に整理した点を検討する必要があります。 

表 ３.４ 短期維持保全計画策定にあたって必要な検討事項 

視点 検討事項 

・工事箇所・時期の最終決定 ・優先度算出結果に基づき、工事の要否、必要と判断される工事

の実施時期を設定 

・工事の効率性 ・同時期に工事を実施することにより効率性向上が見込まれる工

事内容の抽出 

・工事内容の仕様 ・優先度の考え方に基づき必要とされる工事内容の抽出・整理 

・長寿命化を念頭に置いた仕様とするか 

 例）屋根防水の改修、外壁のひび割れ補修、外壁塗装、建具廻

りの防水及び鉄骨の塗装などの躯体の構造的強度低下を防

ぐために行う改修並びに受変電設備、空気調和設備の熱源

発生機のような建築物の機能を維持するために行う改修 

・各所管課からの修繕等の要

求の反映 

・各所管からの要望内容の精査 

・毎年度の劣化状況や利用状況を考慮し、修繕等必要と判断され

る工事を決定 
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３.５ 各部局の役割 

 計画策定にあたっては、各部局の役割を整理した上で密に連携し、全庁的な検討を行う必要が

あります。 

財政・計画推進担当部局

3

工事実施時期の前倒し・後ろ倒しの反映

上記内容を反映した
将来のライフサイクルコストの試算

試算結果の妥当性を全庁的視点（データ
ベースをもとに俯瞰的に）での検証

庁内調整・10年計画策定
将来10年間における整備の方向性の確定

妥当であると判断

再
検
討
の
余
地
あ
り
と
判
断

ライフサイクルコストシミュレーション
（長期計画）

各施設所管課

施設の修繕要望

各施設の日常点検・簡易劣化診断詳細レベルでの見直し、工事内容の決定
（仕様・組合せ・道連れ工事）

優先度を考慮し、実施すべき工事（中長期
的プロジェクト：改修・建替等）の最終決定

財政状況に鑑みた工事の総量の
検討・決定（中長期的視点）

劣化診断結果 ｱﾝｹｰﾄ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査結果

小破修繕も含めた、工事内容・仕様の
検討・最終決定

庁内調整・予算査定・3年計画の策定
具体的な工事時期・内容を考慮・反映した計画の確定

フィードバック・調整
財政状況に鑑みた工事の総量の
検討・決定（短期的視点）

中長期的視点にたった計画

（長期計画、10年計画、5年計画）

短期的視点にたった計画

（3年計画）

（中長期的視点）

中長期にわたり

将来の保全費用が

市の財政規模に

見合っているか検証

庁内調整・5年計画の策定
10年計画をふまえた、より具体的な計画の確定

整備の方向性・実現性の検討

劣化診断結果 ｱﾝｹｰﾄ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査結果

財政状況に鑑みた工事の総量の
検討・決定（中長期的視点）

施設の建替・改修要望

各施設の日常点検・簡易劣化診断

図 ３.１１ 維持保全計画策定までのながれと担当部局の役割 

（１） 財政・計画推進担当部局 

 財政・計画推進担当部局は、市の財政状況に鑑み、実施可能な施策の総量（予算枠）を決定し

ます。 

 同時に、各所管からの要望をとりまとめ、維持保全計画策定に向けた具体検討を行います。ま

ず、全庁的な視点で計画の素案を作成し、その素案をもとに、各所管を交え庁内調整を図り、計

画を策定します。また、毎年度、技師により現地調査を行い劣化状況を確認します。 

 

（２） 各所管課（施設管理者） 

 日常的に各施設の劣化状況、利用状況を確認、把握し、データベースの情報を常に最新のもの

とするよう運用します。日常点検結果をもとに、修繕・改修・建替の要望を財政・計画推進担当

部局に提出します。また、工事箇所の抽出や工事時期の設定にあたっては、財政・計画推進担当

部局とともに検討します。 



 32 

３.６ 公共施設維持保全基金の設置 

今後、必要となってくる維持保全費用は、平成 24 年度当初予算における維持保全費用（約 12

億円）を上回ることが推測され、財源を確保していく必要があります。したがって、公共施設の

健全かつ円滑な維持保全を図るため、公共施設維持保全基金を設け、年度間の財源の不均衡を調

整し、計画的に維持保全計画を遂行していきたいと考えています。 

 

３.７ 庁内の推進・検討体制 

本計画のローリングに必要な公共施設の長寿命化、建替、用途廃止などの検討・決定について

は、組織横断的な推進体制を構築し、各部署との調整を行います。あわせて、将来の人口構成の

推移や財政状況の見通し、施設評価の結果などから、より効果的に施設空間を利用することが望

ましいものや、共同利用を図った方が望ましいもの、あるいは他用途への変更が望ましいものな

どについて、今後、ファシリティマネジメント（ＦＭ）の経営的視点から検討を行い、施設の有

効活用を図ります。 

また、公共施設の適切な維持保全に向け、専門的な知識の蓄積、業務に関する技術の向上を図

るため技術職員一人ひとりの能力向上に努めます。 
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